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平成30年度 政務調査研究報告書      （様式Ｃ） 

会 派 名 日本共産党 支出伝票№  

事 業 名 第４６回市町村議会議員研修会 

事業区分（該当へ○） 
①調査研究費 ②研修費   ③広報費   ④広聴費  ⑤陳情等活動費  

⑥会議費    ⑦資料作成費 ⑧資料購入費 ⑨人件費  ⑩事務所費 

(１) この事業の目的：どんな課題を解決するため あるいは誰・何を対象に何を意図するのか 

・これからの自治体行財政を見据え、「政策立案力」に磨きをかけるための研修 

(２) 実施概要 

調査・研修の場合の

実施日時と 

訪問先・主催者 

日時 訪問先・主催者等 

平成 ３１ 年   

１月２８日１３時～１９時 

２９日 ９時～１２時 

   

・静岡県静岡市静岡商工会議所会館５階ホール 

 

・レイアップ御幸町ビルCSA 会議室５・６階 

 

報

告

内

容 

・ 

実

施

し

た

こ

と 

１  第４６回市町村議会議員研修会IN静岡 研修内容 

 ◆１月２８日（１日目）講 演 

   １３時～１６時 「２０１９年度政府予算と地方財政の課題」 

            講 師：静岡大学人文社会科学部経済学科 川瀬 憲子 教授 

 

   １６時２０分～１８時３０分 

           「自治体戦略２０４０構想と地方自治」 

            講 師：専修大学法学部 白藤 博行 教授 

 

  ◆１月２９日（２日目）選 科 

   ９時～１３時 選科A 「国保の都道府県単位化と地域医療の運動を知る」 

               講 師：津市立三重短期大学 長友 薫輝 教授 

     

          選科B  「減災まちづくりと自治体の役割」 

               講 師：兵庫県立大学大学院 室崎 益輝 教授 

 

          選科C 「子ども・子育て支援新制度の現段階と今自治体で取り組むべき課題」 

               講 師：京都華頂大学 藤井 伸生 教授   
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◆地方財政を巡る課題として 

 ・少子高齢化、グローバル化、所得格差と地域間格差の拡大、非正規雇用の拡大、ワーキングプア、子

どもの貧困と相対的貧困の高さが問題。 

※相対的貧困率：OECDのなかでメキシコ、トルコ、アメリカに次ぐワースト４位。 

 ・地方交付税における「トップランナー方式」の段階的導入（２０１６年～）上位３分の１を基準。 

  一定の行政サービスを「指定管理者」または「民間委託」へシフトさせる施策。 

 ※維持可能な社会、セーフティーネットの構築、基礎自治体の役割の重要性、住民自治、住民参加の問

題が課題である。 

 ※地方財政審議会の意見として、地方公務員の数は１９９４年の３２８万人をピークに減り続け２０

１７年の２３０万人にまで大幅減。社会保障等の対人サービスを提供するには、マンパワーの確保

が重要で有り、これ以上の公務員の数を減らすことは限界に来ていると指摘。 

 

 

◆子ども・子育て支援新制度 
 ・保育サービス需要拡大への対応として保育サービスの質･量的確保のための方策として「規制緩和」

と「民営化」の問題、保育士の確保の問題。 
 
 ※規制緩和で保育サービス低下の恐れ。保育園での事故など、子どもの人権をどう保障するかが課題。 
 
 ・北欧など、妊娠期から就学までの７年間、同じ保健師さんが担当するなど切れ目のない対応がされ

ていることを紹介。気兼ねなく、相談できる関係が作られているとのこと。 
 
 ・小中学校を早期発見の場としていけるような仕組みの構築。 
 ※家庭の問題までしっかり目を向けられるよう、一学級の人数を減らしたり、養護教論・スクールソ

ーシャルワーカー（ＳＳＷ）の増員と配置。（２０１９年度、全中学校区にＳＳＷの配置予定。しか
し予算の中身は週１日３時間、年４８時間勤務に過ぎない。） 

 
 
◆「自治体戦略２０４０構想」 人口減少時代の地方自治・自治体のあり方について 
 ・我が国は既に人口減少局面。人口増加モデルの総決算を行い、新しい社会経済モデルの検討が必要。 
 ・人口減少が深刻化、高齢人口がピークになる２０４０年の姿からバックキャスティングし課題整理。 
 ・今後、自治体と各府省の施策（アプリケーション）が機能するよう、自治体行政書き換え検討。  
 
 ※２０４０年、迫り来る内政上の危機 
 ①若者を吸収しながら老いていく東京圏と担い手を失う地方圏 
 ②標準的な人生設計の消滅による雇用・教育の機能不全 
 ③スポンジ化する都市と朽ち果てるインフラ 
 ※労働力の絶対的な不足の時代 → スマート自治体への転校 → 自治体行政の標準化・共通化・ＡＩに

よる自動処理 → 公共私相互間の協力関係の構築 → プラットフォーム・ビルダーへの転換 

 

 

《まとめ・感想》 
◆市も２０４０構想のもと進めていると考えるが、職員削減を先行することなく、市民の皆さんへ十分
なサービスが行き届くよう必要な箇所へは、しっかりと人員を配置しなくてはと考える。 

◆妊娠期から就業まで切れ目ない支援のさらなる取り組みと、小中学校への SSW など、国が進めようと
しているが、市もしっかりと予算を組み、取り組まれたいと考える。 

 
 
 

（３）この事業実施後の対応及び方向性 

 ・会派として調査継続中。 


